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　 一 方 で 、 駆 動 部 ７ ５ が 可 動 ロ ッ ド ７ ３ を 下 降 駆 動 さ せ る と 、 可 動 ロ ッ ド ７ ３ の 先 端 部 は
フ ィ ル ム ７ １ の 円 筒 状 凹 部 の 上 底 面 か ら 離 間 さ れ て 、 フ ィ ル ム ７ １ の 上 面 を ス ピ ン ベ ー ス
５ の 延 出 部 ５ ａ の 上 面 と 同 一 平 面 内 に 収 容 す る 。 こ の た め 、 突 出 さ せ た 複 数 の 支 持 部 ７ の
フ ィ ル ム ７ １ の う ち 少 な く と も ３ 個 を 残 し て 、 そ の 一 部 を 下 降 さ せ る こ と で 、 下 降 さ せ た
フ ィ ル ム ７ １ を 基 板 Ｗ の 下 面 か ら 離 間 さ せ る こ と が 可 能 と な る 。 な お 、 こ の よ う な フ ィ ル
ム ７ １ は 、 可 撓 性 を 有 す る と と も に 処 理 液 に 対 す る 耐 腐 食 性 を 有 す る 樹 脂 に よ り 成 形 さ れ
る 。 好 ま し く は 、 Ｐ Ｃ Ｔ Ｆ Ｅ （ ） 等 の フ ッ 素 樹 脂 が 用 い
ら れ る 。 こ の よ う に 、 こ の 実 施 形 態 で は フ ィ ル ム ７ １ が 本 発 明 の 「 支 持 部 材 」 に 、 駆 動 部
７ ５ が 本 発 明 の 「 駆 動 手 段 」 に 相 当 し て い る 。
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